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福祉サービス利用援助事業の法構造
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1福 祉サービス利用援助事業制定10年 を迎えて

社会福祉法(社 会福祉事業法改正)に 福祉サービス利用援助事業が規定

され、10年 が経過 した。

福祉サービス利用援助事業は、社会福祉の契約化を推進するにあた り、

福祉サービス契約を締結することが困難となる判断能力の不十分な認知症

高齢者、知的障害者、精神障害者等が、契約締結ができないことにより介

護 ・福祉サービスから漏れ落ちることのないようにするための装置として

新設された。ただし実務においては、福祉サービス利用援助という法の目

的よりも、経済的虐待や悪質商法被害、家計の破綻等により日常的金銭管

理支援の必要度が高く、かつ緊急性を要する数多 くの利用(希 望)者 に対

する権利擁護機能を果たしてきた。

そして、福祉サービス利用援助事業を事業化 した日常生活自立支援事業

は、制度実施の拠点となる社会福祉協議会(以 下 「社協」 と略す。また、

以下実施社協を 「基幹的社協」と称する)数 においても年々増加し(2010

年9月 現在で全国で811か 所)、 これに伴い利用者数 も順調 に伸びてきた

(2010年9月 現在の契約件数は33,724件)(Dこ とからもわかるように、高齢

者人口がますます増加する中で 日常生活 自立支援事業に対する利用者の

ニーズの高さが裏付けられ、事業の運営及びサービス提供 自体には利用者

に対して意味のあるものであると言えよう。
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2007年 には、社会福祉士及び介護福祉士法改正に伴い社会福祉士教育カ

リキュラムも改正され、2009年1月 実施の社会福祉士および精神保健福祉

士国家試験か ら 「権利擁護と成年後見制度」が新たに試験科 目として追加

された。現在では、本科目に対応する福祉系大学や一般養成施設向けのテ

キス ト類 も数多 く出版され、大学や一般養成施設等においてこのカリキュ

ラムに準拠 した 「権利擁護と成年後見制度」を取 り扱 う講義が開講 される

に至っている。社会福祉援助職にあっては、この10年 間の間に権利擁護や

成年後見は福祉的援助メニューの一つとして欠かせないものとして位置づ

けられてきた。

本稿は、法律上の福祉サービス利用援助事業 と、日常生活自立支援事業

として行われる福祉サービス利用援助事業の異同をは じめ、両者 をめ ぐる

法構造 を概観し、諸論点について整理および検討することとする ㈱。

2法 律上および実施要領上の「福祉サービス利用援助事業」の関係性

(1)法 と実施要領 との関係の概観

社会福祉法2条3項12号 の 「福祉サービス利用援助事業」(以 下、これを

「法律上の福祉サービス利用援助事業」 と称する)と 、実施要領3(1)の

「福祉サービス利用援助事業」(以下、これを 「実施要領上の福祉サービス

利用援助事業」と称する)は 、「福祉サー ビス利用援助事業」 と全 く同じ

用語を用いておきなが ら、下記のような差異がみ られる。まず、法律上の

福祉サービス利用援助事業 と、実施要領上の福祉サービス利用援助事業の

規定について確認する。

法律上の福祉サー ビス利用援助事業は、社会福祉法2条3項12号 に 「精神

上の理由により日常生活 を営むのに支障がある者に対 して、無料又は低額

な料金で、福祉サービス(中 略)の 利用に関し相談に応 じ、及び助言を行

い、並びに福祉サービスの提供を受けるために必要な手続又は福祉サービ
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スの利用に要する便宜を供与することその他の福祉サービスの適切な利用

のための一連の援助を一体的に行う事業」と規定されている。

また、都道府県社協が行う福祉サービス利用援助事業について社会福祉

法81条 に規定を置き、都道府県社協は①福祉サービス利用援助事業を行う

社会福祉協議会その他の者と協力 して都道府県の区域内においてあまね く

福祉サー。ビス利用援助事業が実施されるために必要な事業、②①の事業に

従事する者の資質の向上のための事業、③福祉サービス利用援助事業に関

する普及及び啓発、の3事業を行うことを定める。

なお社会福祉法81条 の文言上は、都道府県社協は① における 「必要な事

業」 として自ら福祉サービス利用援助事業の実施主体 となることも、都道

府県社協 自らが実施主体とならずに都道府県の区域内においてあまねく福

祉サービス利用援助事業が実施されるために必要な事業としての基盤整備

を行 うにとどまるものでも良いと解釈しうるのであるが、実際には後述す

る実施要領において、すべての都道府県社協は実施主体でなければならな

いものとされていることから、実施主体でない都道府県社協はない。

日常生活 自立支援事業は、数次の改正 を経て、現在では 「セー フティ

ネット支援対策等事業の実施について」(2005年3月31日 社援発第0331021

号、最終改正2010年4月23日 社援発0423第1号 、厚生労働省社会 ・援護局長

通知)別 紙 「セーフティネット支援対策等事業実施要綱」別添10「 日常生

活自立支援事業実施要領」(以 下 「実施要領」 と略す)に 基づ き実施され

るものである。なお日常生活自立支援事業は、「セーフティネット支援対

策等事業費補助金の国庫補助について」(社 援第0724001号 厚生労働事務次

官通知、2007年7月24日 、最終改正2010年5月21日)に 基づいて国庫補助の

対象事業となってお り、その補助率は国2分 の1、都道府県及び指定都市2

分の1で ある。
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(2)福 祉サービス利用援助事業と日常生活自立支援事業の異同

このように福祉サービス利用援助事業 と日常生活 自立支援事業は、法律

上の名称と実施要領上の名称が異なるという特徴をもつが、両事業には名

称の差異にとどまらない相違点がある。なお一部の解説轡などにおいて、

両事業は名称の差異にとどまり同一の事業を行っているかの如 く理解させ

ようとした り、解説 したりしているものも散見 されるが、誤解を招 くもの

であ り遺憾である。

そ もそも日常生活 自立支援事業は、厚生労働省の国庫補助事業 として

「地域福祉権利擁護事業の実施について」(1999年9月30日 社援第2381号 厚

生省社会 ・援護局長通知)別 紙 「地域福祉権利擁護事業実施要綱」に基づ

き、地域福祉権利擁護事業という名称で事業が開始 された。そ してその

後、2000年6月7日 公布 ・施行された社会福祉法により福祉サービス利用援

助事業が新設 され、同時に地域福祉権利擁護事業実施要綱も改正 されたい

う経過 をたどる。上位法である福祉サービス利用援助事業の制定よりも、

下位法である地域福祉権利擁護事業、その後改称された日常生活自立支援

事業のほうが先行実施 されていたのである ω。

このような事情 もあって、福祉サービス利用援助事業 と日常生活 自立

支援事業の関係は必ず しも上位法 ・下位法の関係にあるものではなく ω、

下位法である日常生活自立支援事業実施要領が上位法である社会福祉法の

規定を上回るかのような規定も存在する(「5援 助の内容」を参照)。

日常生活 自立支援事業 とは、実施要領 「3事 業内容」において、次に

掲げる事業の総称であると規定される。

(1)社 会福祉法第81条 の規定に基づ き都道府県社協が行 うこととされて

いる福祉サービス利用援助事業(都 道府県の区域内においてあまね く福

祉サービス利用援助事業が実施されるために必要な事業を含む。以下同

じ。)
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(2)指 定都市社協が行う福祉サービス利用援助事業(指 定都市の区域内

においてあまねく福祉サービス利用援助事業が実施 されるために必要な

事業を含む。以下同じ。)

(3)社 会福祉法第81条 の規定に基づき都道府県社協が行うこととされて

いる(1)の 事業に従事する者の資質の向上のための事業

(4)指 定都市社協が行 う(2)の 事業に従事する者の資質の向上のため

の事業

(5)社 会福祉法第81条 の規定に基づき都道府県社協が行うこととされて

いる(1)の 事業に関する普及及び啓発

(6)指 定都市社協が行 う(2)の 事業に関する普及及び啓発

すなわち、日常生活 自立支援事業 とは、都道府県社協 と指定都市社協が

それぞれ行う福祉サービス利用援助事業、従事者の資質向上のための事

業、普及及び啓発の総称であると定義される。
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3利 用方法(サ ービス提供の法的根拠)

(1>法 および実施要領の規定

利用者が法律上の福祉サービス利用援助事業を利用する場合、その方法

について社会福祉法その他の法律においては特に規定がない。

他方で、実施要領上の福祉サービス利用援助事業においては、実施要領

「4事 業の実施内容」(1)福 祉サー ビス利用援助事業において、「本事業

は、利用者との契約に基づき」と、実施主体と利用者 との間で利用契約を

締結することを求めている。

(2)検 討

法律上の福祉サービス利用援助事業を実施にあたっては、実施主体 と利

用者との関係は利用契約関係でなければならないと限定されるものとは解

せ られず、福祉の措置等の行政処分等により行 うことを妨げないはずであ

る。とすれば、実施要領上の福祉サービス利用援助事業においても、利用

契約制度に拘泥する必要性はまったくない。

実施要領上の福祉サービス利用援助事業が利用契約制度を採用している

ことは、サービス提供の法的根拠のうち、たまたま契約という法形式を採

用 したにすぎないとする見解もあ りえよう。しか し仮にそうであるとすれ

ば、同 じ実施要領の対象者要件である 「判断能力の不十分な者」(後述 「3

対象者」を参照)と の利用契約を締結せ よ、ということになる。

元来、福祉サービス利用援助事業は、高齢者福祉の介護部門が介護保険

法に基づ くサービス提供に切 り替えられ、これに伴って介護サービス提供

の法的根拠 も老人福祉法上の措置から利用契約制度化することに伴って導

入された事業であって、判断能力が不十分であり、単独で有効な介護サー

ビス契約を締結することが困難であり、その結果介護サービスを受けるこ

とが困難になるような 「契約弱者」である利用者の 「福祉サービス」の
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「利用」 を 「援助」するために開始された事業であったはずである。かか

る目的をもった事業を利用させるため、実施主体が判断能力が不十分な相

手方に対 し 「契約」という行為を求めること自体がそもそ も論理矛盾であ

る ㈲。

こうした批判を回避するために、都道府県社協や指定都市社協が行う福

祉サービス利用援助事業では、実施要領に従って 「契約締結判定ガイ ドラ

イン」(後 述)に 基づいて判定を行った り、実施要領に規定す る契約締結

審査会の審査 ・助言が行われた りする等、一定の配慮を行っているように

も見受けられる。こうした慎重な 「契約手続」が行われること自体を否定

するつ もりはないが、「契約締結判定ガイ ドライン」や契約締結審査会が

存在 し機能 していることをもってしても、直ちにかかる論理矛盾を回避し

得た とは言い難い。

確かに、福祉サービスの利用援助を行わなければ他に代替する日常的金

銭管理支援を行 う法的根拠がなく、福祉サービス利用援助の必要性 も緊急

性 も有 し、福祉サービス利用援助契約を締結 しないことにより結果的に権

利侵害を放置 し、損害が発生することが見込まれる等の事情があるケース

も数多 くあることは筆者 も重々承知 している。 しか し、利用者の日常的金

銭管理を取 り扱 う必然性を有する福祉サービス利用援助が、かかる脆弱な

法基盤に基づいて行われること自体、支援内容を不安定にすることになり

は しないだろうか。

あ くまで仮定の話であるが、家族 による年金の搾取等が行われ、介護

サービス も十分に提供 されていない認知症高齢者 との間に、社協が介入的

な支援を開始 し、高齢者本人との問で(疑 問なしとしないが)福 祉サービ

ス利用援助契約を 「締結」 し、預金通帳等を預か り、介護サービスの提供

計画に着手 したような段階において、家族がこれに対抗する形で家庭裁

判所に後見開始の審判を申し立て、家庭裁判所が家族側の言い分のみを聞

き、家庭の事情等を真摯に勘案することなく家族を成年後見人に即決で選
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任するようなことがあれば、成年後見人に就任 した家族が代理権を行使す

るという対抗手段を合法的に与えることとなる。その結果、家族が代理権

を行使することにより福祉サービス利用援助契約を解除 し、社協に対 し預

金通帳の返還請求を行 うことも考えられよう。こうした場合、本人の利

益の擁護や権利侵害の防止を目的に行った社協による支援が水泡に帰 し、

粛々と本人の預金通帳を取 り返してい く家族を前に して社協は座視するよ

り他ないこととなる。社協の家族に対する対抗手段があるとすれば、(疑

問なしとしないが)福 祉サービス利用援助契約を 「締結」 しつつ、市町村

長に対 し成年後見の市町村長申立を早期に開始するよう助言 し、家族より

先手を打って、他の適当な成年後見人を家庭裁判所に選任 させることが必

要となる。結局、福祉サービス利用援助事業を社協が誠実に遂行するため

に成年後見制度を利用せ ざるを得ないのだが、福祉サービス利用援助事業

の限界であると言えばそれまでである。かかる事例においては、成年後見

制度の補完をすべ き福祉サービス利用援助事業が、福祉サービス利用援助

契約 に拘泥するあまり、福祉サービスの利用援助の目的を完遂するために

成年後見制度により補完 されるという本末転倒な結果を導 くものである一

例であるといえよう。

なお、都道府県社協や指定都市社協、またこれらによる委託を受けた主

体以外が行 う福祉サービス利用援助事業(図2【C】)で は、「契約締結判

定ガイドライン」による判定も、社会福祉法83条 及び実施要領に基づ く契

約締結審査会の審査 ・助言も受けないし、受ける必要もない。 こうした主

体において、他意を持 ちつつ福祉サービス利用援助事業に参入した場合、

判断能力の不十分な 「契約弱者」との問で福祉サービス利用援助契約を締

結 し、日常的金銭管理を行わせることで、深刻な被害を惹起することが容

易に予想 しえよう(「6経 営主体 ・実施主体及び外部か らの監督体制」に

て詳述)。

このように、福祉サービスの利用援助を福祉サービス利用援助契約に基
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ついて提供することは、その相手方のほとん どが判断能力の不十分な者で

あるとい う実情からみても、不安定なものとならざるを得ない。私見で

は、市町村長を措置権者 とする 「福祉サービス利用援助措置」を設けるこ

とも一考に値 しよう(6)。
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(ア)判 断能力が不十分な者(認 知症高齢者、知的障害者、精神障害者

等であって、日常生活を営むのに必要な福祉サービスを利用するための

情報の入手、理解、判断、意思表示を本人のみでは適切 に行うことが困

難な者をいう。)で あること。

(イ)本 事業の契約の内容について判断 し得る能力を有 していると認め

られる者であること。

なお、現行実施要領に改正される前の規定である 「地域福祉推進事業の

実施について」(2001年8月10日 社援発第1391号 、最終改正2003年5月9日 社

援発第0509006号 厚生労働省社会 ・援護局長通知、廃止)別 添4「 地域福祉

権利擁護事業実施要領」には、本項目に下記の注が付されていた。

注1判 断能力が不十分な者は、痴呆と診断 された高齢者、療育手帳や

精神障害者保健福祉手帳を有する者に限るものではないこと。

注2本 事業 における援助の対象者は、居宅において生活 している者に

限られるものではないこと。

注3本 事業の契約の内容について判断 し得る能力は、別に定める 「契

約締結判定ガイ ドライン」に基づいて判断すること。

ただ し、契約内容について判断 し得る能力を有 していないと判断され

る者であっても、成年後見制度における成年後見人、保佐人、補助人又

は任意後見制度による任意後見人(家 庭裁判所により任意後見監督人が

選任されたことにより、任意後見契約の効果が生 じた後における任意後

見契約の受任者をいう。)と 実施主体 との間で成年後見制度又は任意後

見制度利用者に対する福祉サービス利用援助事業の契約を締結す ること

ができる場合があること。

(龍 法'll)43-3.269(1153)
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(3)契 約締結判定ガイ ドラインと判定方法

そして、要件(ア)(イ)を 判定する基準 として 「契約締結判定ガイ ド

ライン」(「日常生活自立支援事業の実施について」(2007年5月15日 社援地

発第0515001号 厚生労働省社会 ・援護局地域福祉課長通知(以 下 「課長通

知」という))別 添。以下 「ガイ ドライン」と略す)が 制定されている。

課長通知別紙2に は、ガイ ドラインについて次のとお り定めている。

2「 契約締結判定ガイドライン」について

実施要領4の(1)の ウの(ア)に 示す 「契約締結判定 ガイ ドライン」

については、別添 「契約締結判定ガイドライン」によることを基本とす

る。

なお、実施主体の判断により、事業の効果的実施等のため創意工夫す

ることは差 し支えない。

「契約締結判定ガイ ドライン」に基づ く契約締結能力の調査について

は、訪問調査により調査項 目①から⑮について調査する。本人の回答に

より、「契約締結審査会へ」、「中止」に該当する場合においても、本人

による契約の拒否が明確な場合 を除 き、①か ら⑮全てについて調査す

る。

契約締結能力の判定は、訪問調査の結果 と、必要に応 じて行う専門家

の意見聴取結果を総合的に考慮 して判断する。

また、 ガイ ドライン 「3判 定の プロセス」には、次の記述があ る。

契約 が有効 に成立す るため には、本人がその内容 をきちん と理解 して

い ることが必要 とな ります。そ こで、 この契約締 結判定 ガイ ドライ ンで

は、次の ようなプロセスをとって、利用希望者の契約締結能力 を判定す

ることと してい ます。

(艇法'11)43・3,270(1154)
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まず、契約内容が理解できる大前提 として、一般的に、ごく基礎的な

ことが理解できているかどうか、また、そのことを伝 えられるかどうか

を確かめます。この段階がクリアーできないときは、より難 しい内容で

ある契約内容の理解は望めないか らです。

次に、自分の現状がわかっているか どうかを確かめます。これがわか

らないようですと、仮に 「預金の出し入れをしてもらう」ということが

抽象的にわかったとして も、預金の出し入れを頼むことについて真の意

味が納得できているとはいえないからです。

そして、具体的にこの契約内容についての理解を確かめます。

それぞれの段階の目的をよくわきまえて、適切な判断を行 うようにし

なければな りません。

また、 ガイ ドラ インの 「4

げ られている。

調査および評価項 目」には、次の ものが掲

調査および評価項 目一覧

【コミュニケーション能力について】

① 意思表示能力

② 理解能力

【契約の意思について】

③ 契約発意者の確認

④ 契約の意思確認

【基本的情報 ・見当識について】

⑤ 基本的情報 ・見当識の確認

【生活状況の概要、将来の計画、援助の必要性について】

⑥ 日常生活の概要

⑦ 社会生活の概要

(而冠法'11)43-3,271(ll55)
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⑧ 将来の予測、計画

⑨ 福祉サービスの利用意思確認

⑩ 日常生活自立支援事業利用意思の再確認

【契約内容の理解について】

⑪ 契約書 ・支援計画案の提示

⑫ 苦情の申立てに関する説明

⑬ 解約

【専門家の意見照会について1

⑭ 専門家への意見照会に関する同意のとりつけ

【記憶、意思の持続について】

⑮ 記憶、意思の持続確認 ・契約意思の再確認

【3ヶ月後の施行状況および継続の意思について1

⑯ サービス施行状況の確認

⑰ 継続の意思確認

(4)契 約締結審査会

そして、契約締結審査会については、実施要領に下記の規定がある。

(2)契 約締結審査会

ア 実施主体は、福祉サービス利用援助事業の契約の締結又は見直しの

際に利用希望者の判断能力に疑義がある場合、その契約締結能力につい

て、専門的な見地から審査 し、確認することを目的として、契約締結審

査会を設置するものとする。

イ 契約締結審査会は、実施主体から審査又は助言を求め られた場合、

専門的見地から審査等を行い、意見を述べるものとする。

ウ 契約締結審査会は、医療 ・法律 ・福祉の各分野の契約締結能力に係

る専門的知見を有する者をもって構成するものとし、委員は実施主体の

(龍法'll)43-3,272(1156)
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長が委嘱するものとする。

(5)検 討

①不当に限定される法律上の対象者の解釈

まず、法律の規定の対象者要件に関しては、『社会福祉法の解説』ω によ

ると 「知的障害者、精神障害者、痴呆性高齢者等を指す」と解説する ⑧。

r社会福祉法の解説』 では、成年後見制度の補完が主 目的である福祉

サービス利用援助事業の趣旨か らすれば、対象者を成年後見制度の対象者

となる 「精神上の障害により事理を弁識する能力」が 「不十分である者」

(民法15条 、以下 「補助相当者」という)、「著 しく不十分な者」(同11条 、

以下 「保佐相当者」)、「欠 く常況にある者」(同7条 、以下 「後見相当者」)

と、成年後見制度に適合するかのように限定 して解釈 しており、一般的に

も同旨の解釈が広くとられているように思われる。

しか し、社会福祉法2条3項12号 には対象者を 「精神上の理由により日常

生活を営むのに支障のある者」とのみ規定するのであって、これをもって

直ちに成年後見制度との整合性を図る必然性があるとはいえない。民法15

条に規定する補助相当者とならない者であっても、社会福祉援助 として福

祉サー ビスの利用援助が必要とされる者や、「事理 を弁識する能力が不十

分である」状態が特定の法律行為にのみ生じた り、事理を弁識する能力が

十分である状態 と不十分である状態が交互に出現するなど断続的に生 じる

場合をも含むものであるからである。

たとえばアルコール依存症者は、そのことのみをもって直ちに民法15条

に規定する 「事理を弁識する能力が不十分な者」に必ず しも該当するわけ

ではないが、アルコールと関係のない事項(た とえば日常生活上のさまざ

まな行為)に ついては事理を弁識する能力に問題がな くとも、酒類を購入

するという法律行為に関してのみ事理を弁識する能力が不十分である状態

が出現するとか、あるいはアルコールを摂取することにより、逆に血中ア
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ルコール濃度が低下することにより事理を弁識する能力が不十分になり、

事理を弁識する能力が十分である状態 と不十分である状態が交互に出現す

ることもありうる。 このような者は、「日常生活を営むのに支障のある者」

とは言えて も、「事理を弁識する能力が不十分である」 とまでは言えない。

とすれば、「精神上の理由により日常生活を営むのに支障のある者」と

いうのは、補助相当者よりもより軽度の者 も含めて広 くとらえられるべき

であ り、認知症高齢者(認 知症の診断を受けていない者も含む)、 知的障

害者(療 育手帳未取得者も含む)、精神障害者(精 神障害者保健福祉手帳

未取得者 も含む)に 限られると解釈するのは過度に限定した解釈であり不

当である。

②実施要領上さらに不当に限定される対象者

次に、実施要領の規定に関 して、実施要領上の福祉サービス利用援助事

業の対象者は(ア)(イ)双 方の要件 を満たす者でなければならないと規

定している。

まず、法と実施要領 との関係において、この対象者の設定の仕方には疑

問がある。

法は対象者を 「精神上の理由により日常生活を営むのに支障のある者」

であると定めるが、仮にこれを 「知的障害者、精神障害者、痴呆性高齢者

等」と同義であると解 したとしても、実施要領上の福祉サービス利用援助

事業が利用契約に基づいて行われることから、特に要件(イ)と かかわっ

て、福祉サービス利用援助契約を単独で締結することが困難である後見相

当者と、大部分の保佐相当者を制度上排除することとなる。

利用契約制度下において判断能力の不十分な者を福祉サービスから排除

されないよう、かつ 「成年後見制度の補完」という目的を果たすべき福祉

サービス利用援助事業が、法律上はどこにも規定のない利用契約制度を実

施要領において採用することによって、最も支援の必要である後見相当者

(臆法'11)43・3,274(1158)
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及び保佐相当者の大部分が排除されている。これは実施要領による法規定

を超えた過度の対象者の限定であるのみならず、福祉サービス利用援助事

業の制度趣旨を没却するものであるといわざるを得ない。

③ガイ ドライン ・契約締結審査会と対象者

また、実施要領の規定だけをみても、「判断能力の不十分な者」かつ

「本事業の契約の内容について判断し得る能力を有 していると認められる

者」 という相矛盾する両要件 をともに満たすような者が現実に存在するの

か疑問である。

要件(イ)に 関してはガイドラインが作成され、実務上は社会福祉協議

会の専門員により、ガイ ドラインに基づき多岐にわたる調査項 目を利用希

望者に質問することにより本人の契約締結能力の判定が行われることとさ

れているが、 このガイドラインに基づ く契約締結能力の判定の際には立会

人に過度の干渉 を許さず、あ くまで 「利用者ご本人か らお答え頂 くことが

とて も重要」であるとし、基本的には専門員と本人との間のや りとりのみ

で行われることとなる。 このガイドラインに規定される調査項 目で設定さ

れた要件をクリアすれば、福祉サービス利用援助契約を立会人の援助なく

単独で締結することが可能であると判断され、ようや く福祉サービス利用

援助事業を利用することができるのである。

ガイドラインの調査項 目には、氏名、住所、年齢等の基本的情報や日常

生活上での困 りごとなどがあ り、これらを正確 に答えることが必要である

とされる。 しか し、かかる事項 を本人がある程度正確 に回答できるほどの

意思表示ができるのであれば、そもそ も介護サービスや福祉サービスで

あっても、福祉サービス利用援助事業による援助がな くとも介護サービ

ス契約および福祉サービス契約そのものを締結できるのではないか。福祉

サー ビス利用援助契約を単独で有効に締結できるのであるならば、介護

サービス契約や福祉サービス契約 も援助なく単独で有効 に締結できなけれ
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論 説

ば整合性がない。

また、ガイ ドラインで 「契約可能」とならない場合の大部分が、契約締

結審査会へ判断を委ねることとされている。この契約締結審査会の本来の

目的は、実施要領によると利用希望者の 「契約締結能力について、専門的

な見地から審査し、確認する」こととされているが、契約締結審査会の実

務においては利用希望者の保護の必要性及び緊急性が優先され、契約締結

能力に 「かな り問題あ り」とされても、契約締結審査会が契約を勧奨する

例があることが報告されている ⑨。契約締結審査会は、実態 としては契

約締結能力の判定を行う機関としての役割を離れ、実施主体に対 して契約

締結能力にかなり問題がある利用希望者であっても契約締結を促進し、実

施主体の契約行為に対 して外部的にお墨付きを与える機関となっていると

もいえる。

④法及び実施要領と実務上の 「対象者」像との乖離

福祉サービス利用援助事業がこのように法規定、実施要領やその下位に

あるガイドライン、また契約締結審査会という機関が設けられ、慎重に慎

重を重ねて利用希望者の契約締結能力を判定するような規定ぶりになって

いるにもかかわらず、なぜ事実上 「全件契約主義」かのような運用を許容

する実態が広がってしまうのかという疑問が起こるのであるが、その理由

としては、実務上の対象者像が実施要領に明記される 「判断能力の不十分

な者」かつ 「本事業の契約の内容について判断 し得る能力を有していると

認められる者」にはなく、むしろ日常的金銭管理における支援の必要性及

び緊急性が高く、直ちに福祉サービス利用援助事業の援助内容である日常

的金銭管理が必要である者のほうにあるということがあげられよう。

2003年 、大津市域(当 時、旧志賀町との合併前)に おいて筆者らが中心

となって行った調査では、福祉サービス利用援助事業の利用者像として、

「公共料金 ・家賃 ・福祉サービス利用料などの未払いや滞納がある」「貸
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金業者や親族か らの多額の借金がある、またはその疑いがある」「同居 ・

別居 を問わず、誰かにお金 をとられている、またはその疑いがある」「誰

かの援助がないと、書類やはんこの保管や管理ができない」「本人以外の

家族 も病気 ・障害 ・失業 ・多重債務などのさまざまな課題を抱えている」

「家族 との関係が うまくいっていない」「地域 ・近隣との関係がうまくいっ

ていない」「何 らかの虐待を受けている、またはその疑いがある」等、判

断能力が低下していることにより支援が必要というよりも、判断能力の有

無にかかわらず日常的金銭管理の必要性の高い者や、家族や近隣等のイン

フォーマルな支援 を受けることが困難である者、被虐待者等、緊急に介入

して権利侵害の防止を図 り、本人を保護することが必要な者等が 「権利擁

護の必要な」者として福祉サービス利用援助事業の実利用者となっている

ことが浮かび上がっている ㈲。

地域福祉権利擁護事業が2007年 に日常生活 自立支援事業とその名称 を

変更 したことに象徴 されるように、福祉サービス利用援助事業は、「福祉

サービス」の 「利用援助」という名称こそ称するものの、利用者の 日常的

金銭管理を通じて、利用者の 「日常生活」における経済的役割を支援 し、

もって利用者の生活を支援するという側面が実態に即 しているもの といえ

る。 とすれば、実施要領において対象者を事実上補助相当者と一部の保佐

相当者に限定するのは妥当でなく、法文にあるように 「精神上の理由によ

り日常生活を営むのに支障のある者」すべてを包摂する要件に見直す こと

が必要であろう。

もっとも実務上は、日常生活自立支援事業の2010年9月 現在の契約件数

(実利用者数)33,724件(名 〉のうち、認知症高齢者等、知的障害者等、

精神障害者等のいずれにも該当しない 「その他」 とする契約件数(実 利用

者数)も1,871件(名)qD存 在する。ここには、多重債務者、アルコール

依存症者、パチンコ等のギャンブル依存症者、訪問販売を断 りきれない高

齢主婦等、判断能力が不十分ともいえないし、十分であるともいえない者
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であって、本人に日常的金銭管理を行わせることが困難であるため、本人

との契約に基づ き福祉サービス利用援助事業を行う事例があるものと思わ

れる(12》。

5援 助の内容

(1)法 規定

法律上の福祉サービス利用援助事業のサー ビス内容は、①相談、②助

言、③福祉サー ビス提供 を受けるために必要な手続の便宜を供与するこ

と、④福祉サー ビス利用に要する便宜を供与すること、⑤ その他の福祉

サービスの適切な利用のための一連の援助を提供すること、である(社 福

2条3項12号)。 これら①～⑤ を一体的に行 う事業を福祉サービス利用援助

事業と称する。

(2)実 施要領の規定

実施要領上の福祉サービス利用援助事業では、援助内容について実施要

領 「3福 祉サービス利用援助事業」に 「福祉サービスの利用に関する相

談に応 じ、及び助言を行い、並びに福祉サービスの提供を受けるために必

要な手続又は福祉サービスの利用に要する費用の支払いに関する便宜を供

与することその他の福祉サービスの適切な利用のための一連の援助を一体

的に行う」 と規定する。

具体的な援助内容および援助方法は、次のように規定されている。

イ 援助の内容

(ア)本 事業に基づ く援助の内容は、次に掲げるものを基準 とすること。

a福 祉サービスの利用に関する援助

b福 祉サービスの利用に関する苦情解決制度の利用援助
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c住 宅改造、居住家屋の賃借、日常生活上の消費契約及び住民票の

届出等の行政手続に関する援助その他福祉サービスの適切な利用のため

に必要な一連の援助

(イ)(ア)に 伴う援助の内容は、次に掲げるものを基準 とすること。

a預 金の払い戻し、預金の解約、預金の預け入れの手続等利用者の

日常生活費の管理(日 常的金銭管理)

b定 期的な訪問による生活変化の察知

(ウ)(ア)及 び(イ)に 掲げる事項についての具体的な援助の方法は、

原則 として情報提供、助言、契約手続、利用手続等の同行又は代行によ

ること。

法律行為にかかわる事務に関 し、本事業の目的を達成するために、本

人から代理権 を授与された上で代理による援助を行 う場合には、契約締

結審査会に諮 り、その意見を踏まえて慎重に対応すること。

(3)検 討

①法と実施要領との相違

法と実施要領における相互の対応関係は、表1の とお りである。

法律上の福祉サービス利用援助事業と、実施要領上の福祉サービス利用

援助事業の両者で最 も顕著な違いが現れるのは、このサービス内容である。

法律上の福祉サービス利用援助事業が想定 している援助内容は、あ くま

で 「福祉サービスの利用援助」そのもの、もしくはこれに関連す る援助に

とどまると解される。

なお、『社会福祉法の解説」 によると、「一連の援助」を 「一体的に行

う」ことが求められ、相談や助言のみを行った り、契約手続の代行のみを

行った りする場合には、法律上の福祉サービス利用援助事業には該当しな

いと解説されているu3)。

とすれば、法律上の福祉サービス利用援助事業は、あくまで福祉サービ
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スの利用援助が中心となり、これに付随する福祉サービスの利用に要す る

費用の支払に関する便宜の供与が行われるにすぎないということになろう

(表2)。

これに対して実施要領上の福祉サービス利用援助事業は、福祉サー ビス

の利用に関する援助にとどまらず、日常生活を送る上で発生するさまざま

な消費契約に関する援助や、行政手続に関する援助をも行い、これ らに伴

う 「預金の払い戻 し、預金の解約、預金の預け入れ等利用者の 日常生活費の

管理(日 常的金銭管理)」と 「定期的な訪問による生活変化の察知」を行う

ものと、法律上の福祉サービス利用援助事業の定める援助の内容よりも幅

広い援助を行 うことを定め、その範囲は財産管理行為を除いた取引行為、
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行政手続等を含めた日常生活上不可欠な行為を包摂するものであるq4)(表

3)。
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②実施要領が法を超えた援助の範囲を定めることの妥当性

この法規定よりも下位法である実施要領が援助の範囲を広 く定めること

について、法律に基づ く行政の観点からは問題視する向きもあろう。

このような一見倒錯 したかのような規定にならざるを得なかったのには

いくつかの理由があるものと考えられる。

第一に、日常生活自立支援事業が開始される根拠となった 「地域福祉権

利擁護事業の実施について」(1999年9月30日 社援発第2381号 、厚生省社

会 ・援護局長通知、廃止)施 行前後の状況がある。

高齢者福祉制度が介護保険法の施行に伴い、措置制度から事業者と利用

者という民間同士の利用契約、すなわちサービスの売買に転換する、いわ

ゆる 「措置から契約へ」の転換が行われた。従前は福祉の援護の法的根拠

が措置制度であったため、要援護者の事理弁識能力の有無は援護の実施に

あたっては問題 となることはなかった。 しか し、契約原則に基づいたサー

ビス提供に転換することになると、従前より援護の実施を行ってきた要

援護者のうち、「心神喪失ノ常況二在ル者」(旧 民法7条)や 「心神耗弱者」

(旧民法11条)に 相当する者との間で利用契約を締結することを円滑に行

うための方策が欠かせなくなった。そのため、従前の禁治産および準禁治

産制度を廃 し、後見 ・保佐 ・補助 という3類型による新たな成年後見制度

を制定する1999年 の民法改正(民 法の一部を改正する法律(平 成11年 法律

第149号)、 あわせて制定された任意後見契約に関する法律(平 成11年 法律

第150号)等 の制定により、2000年4月 より新たな成年後見制度が実現する

こととなった。

ただ、新 しい成年後見制度の発足 と同時にこれが爆発的に普及するとは

当時として も想定 しにくい状況があり、これを補完するために社会福祉事

業法改正(現 行社会福祉法)に よって新たな福祉サービスとして福祉サー

ビス利用援助事業が創設されることになった ㈲。当初より福祉サービス

利用援助事業は国庫補助事業 としてもっぱら社協等で実施される地域福祉
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権利擁護事業で行われることが想定されていたが、介護サービス費の支給

の前提 となる要介護認定が介護保険制度が開始 される2000年4月1日 の6か

月前である1999年10月1日 に開始されるのにあわせて地域福祉権利擁護事

業 も開始する必要があり、遅れていた社会福祉事業法改正を待たずに1999

年9月30日 に厚生省通知に基づき開始されたのである。

その後、2000年6月7日 に社会福祉事業法改正が制定 ・施行され、社会福

祉法に福祉サービス利用援助事業が規定 された。

このように、制定順 としては実施要領のほうが先であ り、これを根拠づ

ける法規定のほうが後に制定されたという特殊な経過をたどったというこ

とが一つ 目の理由である。

第二に、 日常生活 自立支援事業のモデルとなった事業が、地域福祉権利

擁護事業実施以前にすでに東京都社協、大阪府社協等の大都市部において

すでに開始されていたことがあげられる。

東京都社協においては 「東京知的障害者 ・痴呆性高齢者 ・精神障害者

権利擁護センター」(通 称 「高齢者 ・障害者権利擁護セ ンターすてっぷ」)

が、大阪府社協では 「大阪後見支援センター」(通 称 「あいあいねっと」)

がそれぞれ設置され、認知症高齢者や知的障害者、精神障害者 を対象とす

る日常的金銭管理事業が独自に行われていたのである。これらは、現状の

実施要領に定めるような援助の範囲でサービス提供を行っていたものであ

り、地域福祉権利擁護事業はこれらのサービスの基本的枠組みを採用 し、

全国展開を企図したものであったということができる。

第三に、成年後見制度の補完という位置付け、社会福祉事業法改正によ

る福祉サービス利用援助事業の法定化において、援助の範囲をあえて謙抑

的に規定せざるを得なかったという事情があることがあげられる。

上述のように、介護保険制度の導入にあたっては民法改正により新 しい

成年後見制度が施行されることが予定されていた。成年後見制度では成年

後見人、保佐人、補助人が財産管理 と身上監護を行 うこととされてお り

(龍法'11)43-3,283(1167)



論 説

(民法858条 、同859条)、 成年後見制度が有効に機能すれば理論上これで足

りるはずである。 しか し、成年後見制度が爆発的に普及するとは考えにく

い実情からみて、福祉サービス契約の代行や日常的金銭管理を包含 した新

たな福祉サービスを制定することが適切であることか ら、成年後見制度に

抵触することのない福祉サービスの利用援助という新たな福祉サービスを

設けることとし、 日常的金銭管理は法規定上、福祉サービスの利用援助に

付随する福祉サービスの利用に要する費用の支払に関する便宜の供与にと

どめざるを得なかったのである。

このような事情の下で、厚生省は法規上はあ くまで 「福祉サービス利用

援助」と称 しつつ も、実施要領において実質的には福祉サービス契約の代

行や日常的金銭管理を行 うことが元来企図されていたものということがで

きる。

以上のような事情を踏まえると、援助の範囲が法規定よりも実施要領の

ほうが広いことについて理解することはできよう。現状においてはこれで

やむを得ないのかもしれないが、法律は如何ようであろうと実施要領にさ

え適切に規定 しておけばそれで足 りるとする態度にはやは り問題があると

言わざるを得ない。社会福祉における利用契約制度を維持することが前提

であるならば、福祉サービスとして福祉サービス利用契約の締結の代行や

日常的金銭管理を行 うことを法律上正面か ら定め、運用してい くことのほ

うが、実施主体 の援助を安定的なものとするためには必要であると考え

る。

6経 営主体 ・実施主体及び外部からの監督体制

(1)経 営 主体 に関す る法律 の規定

法律 上の福祉 サー ビス利用援 助事業 は、 第2種 社会福祉事 業 と位 置づ け

られて いる(社 福2条3項)。
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事業参入にあたっては、都道府県知事への届出で足 りる(社 福69条)。

(2)法 律上の福祉サービス利用援助事業における外部からの監督体制

法律上の福祉サービス利用援助事業は第2種社会福祉事業であることか

ら、これを行 う事業者に対する監督体制は、都道府県知事による調査(社

福70条)、 経営の制限および停止(社 福72条1項 ～3項)が 行われるにす ぎ

ない。

なお、都道府県社協が実施する法律上の福祉サービス利用援助事業につ

いては、都道府県社協内に設置される迎営適正化委員会による 「助言また

は勧告」を受け(社 福83条 、同84条1項)、 都道府県社協に対し勧告がなさ

れた場合はこれを尊重しなければならないと定める(同84条2項)。

(3)実 施主体に関する実施要領の規定

実施主体について、実施要領は下記の規定を置 く。

実施主体は、都道府県社協又は指定都市社協 とする。ただ し、実施主

体は、本事業の一部を次に掲げる者に委託できるものとする。

(1)都 道府県社協にあっては社会福祉法第109条 第1項及び第2項 に規定

する社協、指定都市社協にあっては同条第2項 に規定する社協

(2)社 会福祉法人

(3)民 法第34条 に規定する公益法人(マ マ)㈹

(4)特 定非営利活動促進法第2条 第2項 に規定する特定非営利活動法人

(5)(Dか ら(4)ま でのほか、福祉サービス利用援助事業の対象者の

当事者団体、家族会等で法人格を有するもの

(4)実 施 要 領におけ る外部か らの監督体制

日常生活 自立支援事業 にお ける運営監視 につ いて、実施要領上 次の とお
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り規定している。

オ 運営適正化委員会への定期的な報告等

実施主体は、社会福祉法第83条 に基づき設置される運営適正化委員会

に対し、4の(1)に 規定する事業の実施状況(契 約締結審査会による審

査を含む。)に ついて定期的に報告するほか、当該実施状況に関して運

営適正化委員会が行 う調査に協力するとともに、運営適正化委員会から

勧告を受けたときは、これを尊重すること。

なお、ここでい う 「実施主体」には、都道府県社協か ら委託を受けた

者のほか、指定都市社協およびこれより委託を受けた者も含 まれる(図2

【A】および 【B】)。

(5)検 討

①法律上の福祉サービス利用援助事業の運営主体について

まず、法律上の福祉サービス利用援助事業は第2種社会福祉事業であり、

経営主体の種別を問わないので、社会福祉協議会だけでなく株式会社、特

定非営利活動法人のみならず、個人をも含めた多様な経営主体で実施する

ことを想定している。

ただし、法律上の福祉サービス利用援助事業は 「無料又は低額な料金」

で行うもの とされ(社 福2条3項12号)、 都道府県社'協からの委託や国庫補

助を受けずに福祉サービス利用援助事業を単独で独立採算で営業すること

は事実上困難であるものと考えられる。実際に都道府県社協の委託を受け

ずに法律上の福祉サービス利用援助事業を行う例として独立型社会福祉士

が実施 している例 ㈲ や、他の事業(相 談事業等)と 併設するなどして行

う場合等、数例確認されるにすぎない。

しか し、実害が見られないとか収益性の低い事業であることを理由に、
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福祉サービス利用援助事業を第2種社会福祉事業 として存置することは問

題があると考える。

法律上の福祉サービス利用援助事業は上述の通 り、福祉サービスの利用

援助 とこれに付随する 「福祉サービスの利用に要する費用の支払に関する

便宜の供与」を行うものであ り、その援助過程において利用者の保有する

金銭を管理することが不可欠であ り、その管理する金銭か ら 「支払に関す

る便宜」を供与す ることになる。法律上の福祉サー ビス利用援助事業は、

たとえ付随的業務であるといえども、他人の金銭を取 り扱 う事務 を業とし

て行うことを法は予定しているのである。

とすれば、「支払 に関する便宜の供与」という付随的業務を通 じて、利

用者の財産の保有状況や金銭管理の状況を把握することは実質的に可能で

あ り、その状況を知った事業者が他の目的に情報を転用ない し悪用しない

とも限らない。

法律上の福祉サービス利用援助事業が第2種 社会福祉事業であって、い

くら都道府県知事に届出さえ行えば事業 として行 うことのできる事業であ

るとはいえ、営利を本来的な目的とする株式会社はもちろんのこと、しか

るべ き監督体制がないままに個人や法人に野放図にこれを行わせるような

ことは避けるべ きであると考える。

昨今、同 じ第2種社会福祉事業である無料低額宿泊所(社 福2条3項8号)

を運営する特定非営利活動法人等がホームレス支援と称 して生活保護を申

請させ、宿泊所等に入居させつつ、本人に支給されるべ き保護費の大部分

を本人口座か ら引き落とした り、あるいは本人か ら徴収 していることが

「貧困ビジネス」ではないかと問題視されている。この問題は、支援団体

と本人との問でそれなりの合意な り契約な りに基づいているように装いつ

つ、保護費の収奪を悪びれることなく堂々と行っているものであるが、生

活保護の趣 旨である最低生活保障か らみてきわめて問題が大きい。あ くま

で仮定の話であるが、利用者の福祉サービスの利用援助を行うと称 して、
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本人との間での合意な り契約なりがあることを装いつつ、「無料または低

額」の趣旨を大 きく逸脱するような利用料の徴収を行った り、福祉サービ

ス利用援助事業を行 う際に知 り得た利用者の財産の保有状況や金銭管理状

況等の情報を悪用 し、併設あるいは提携する他の事業 または事業者にその

情報を知 らせ、不要不急な物品やサービスの購入を迫る等の利益相反行為

が行われないとも限らない。ここでいう 「無料または低額」 とい う水準 自

体、客観的に合理的な水準がいかほどであるのかという基準が、法律上も

実施要領上 も設定されているわけではない ㈱。

団体の存立 自体が悪質であると認定されるような実施主体が現れること

は杷憂にすぎないとしても、かかる手段で利用者の財産が収奪 されるおそ

れがないとはいえない以上、何らかの法規制を行うべきである。 しかし現

状においては法にも実施要領にも規制手段がな く、手の施 しようがない。

法の間隙をつく悪質な団体が現れてからでは手遅れである。実害がないか

らとただ単に実施要領で実施主体を制限することでは足 りず、法律上の福

祉サービス利用援助事業を現在の第2種社会福祉事業ではなく第1種 社会福

祉事業に変更するか、少なくとも実施要領に制限列挙されているような適

切な経営主体の制限を法律上行うことが喫緊に求められる。

②実施要領上の実施主体の監督体制について

実施要領上の福祉サービス利用援助事業の実施主体(図2【A】 【B】)へ

の監督体制は、法律上、また実施要領上も十分であるとはいえない。

運営適正化委員会は、社会福祉法81条 の規定により行われる福祉サービ

ス利用援助事業の適正な運営を確保するために必要があると認めるとき、

実施主体に対 して必要な助言又は勧告をすることができるとし、勧告を受

けた実施主体はこれを尊重 しなければな らないと規定 している(社 福84

条)。 実施要領においては、実施主体は運営適正化委員会に対 し事業の定

期的な報告、調査への協力、勧告を受けた場合の尊重を求めている。
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実施要領においては実施主体が都道府県社協および指定都市社協、また

これらによる委託を受けた主体であることから、直ちに重大な不正行為を

委託先の主体が行うとは考えにくいかもしれない。 しかし、委託先の主体

である基幹的社協において、利用者から預かった金銭 を着服する等の事件

は枚挙に暇がない ㈹。 これらの事例は一専門員等の職員による不正にと

どまるものにすぎず、これらをもって直ちに組織的不正 を誘発するおそれ

があるとは言えないものの、かといって今後基幹的社協等の委託先実施主

体が組織 ぐるみで不正を行わない保証はどこにもない。

運営適正化委員会による 「助言及び勧告」業務を実務上 「運営監視」 と

称 しているが、この用語に象徴されるように、運営適正化委員会はあくま

で実施主体の 「運営」の 「監視」を行うにすぎず、職権による立入調査 と

いった権限が法律上付与されているわけではない。

もっとも、現状において基幹的社協が組織 ぐるみで不正を行う等の事態

は想定されに くく、また、基幹的社協の運営自体が不適切である場合、都

道府県社協が業務委託を解除することは可能である。その意味で、現状に

おいては性善説に基づいた監督体制を維持すればそれで足 りるのかもしれ

ない。ただ、実施主体が調査協力の求めに応 じず、調査を妨害する等の事

態に及んだ場合、利用者に深刻な被害を及ぼすことを勘案すると、運営適

正化委員会に立入調査権限を付与する等、さらなる厳格な監督体制を敷 く

ことも一考に値するものと考える。

③法律上の実施主体の監督体制について

では、法律上の福祉サービス利用援助事業のうち、都道府県社協や指定

都市社協、またこれ らによる委託を受けた主体以外が行う福祉サービス利

用援助事業の経営主体(図2【C】)に 、上記①で述べたような不正を防止

するための しかるべ き監督体制が備わっているか といえばそうではな く、

実施要領上の福祉サービス利用援助事業よりもはるかに手薄であるといわ
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ざるを得ない。

確かに、都道府県知事は、法律上の福祉サービス利用援助事業の経営主

体に対 し必要 と認める事項の報告を求め、帳簿、番類等の検査その他事業

経営の状況を調査 させることができ(社 福70条)、 これに応 じない場合や、

虚偽報告、調査の拒否や妨害が行われる等の場合には事業の停止を命ずる

ことがで きる(同72条)。 しかし、日常業務における不適切 な援助等に対

する指導及び監督は、都道府県知事が社会福祉法70条 および72条 を背景に

行政指導を行い得るにとどまる。都道府県社協が行う福祉サービス利用援

助事業の実施主体は、都道府県社会福祉協議会に設置される運営適正化委

員会による助言および勧告を受けることが定め られ(社 福83条)、 指定都

市社協が行う福祉サービス利用援助事業の実施主体においても、実施要領

に基づき都道府県社協が行う場合に準 じ、助言および勧告を受けることと

比較 して も、あまりに監督体制が手薄であるといわざるを得ない。上述の

ように運営適正化委員会 も万能ではないが、せめて社会福祉法84条 の文中

「第八十一条の規定により行われる」を削除し、すべての福祉サービス利

用援助事業を運営適正化委員会の助言 ・勧告を受けるようにする必要があ

る。

なお、現行法を存置するとしても、法律上の福祉サービス利用援助事業

の実施主体 と都道府県社会福祉協議会との間の合意に基づ き、自主的に運

営適正化委員会(社 福83条)に よる助言および勧告 を受けることは妨げら

れない し、むしろ積極的に奨励 されると解すべ きである。「社会福祉法の

解説」には、「公益的団体等が、単独でこの事業を行 う場合であっても、

都道府県社会福祉協議会が行う事業との密接な連携が強 く望まれる点に鑑

みれば、運営適正化委員会が、その判断において、専門的な見地か ら、こ

のような単独の事業者に対 し必要に応 じて助言を行うことも、福祉サービ

ス利用援助事業の発展を促す上では望ましいものと考えられる」と付言 し

ている ⑳)。
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7利 用料

(1)法 規定および実施要領の規定

利用料に関しては、法律上の福祉サービス利用援助事業は、「無料又は

低額」で行うものと規定する。

実施要領においては、下記のように規定する。

工 利用料

(ア)本 事業におけるサービスの利用料は、原則として利用者が負担す

るものとする。

(イ)実 施主体は、あらか じめ標準的利用料 を定めるもの とするが、個

別の利用料は、利用者の事情を勘案 して決定 しても差 し支えないものと

する。なお、決定 した利用料は、契約番に具体的に明記すること。

また、国庫補助において、生活保護世帯においては利用料は国庫負担 と

されている。

(2)検 討

実施要領では、福祉サービス利用援助事業を行う際の利用者負担につい

て 「原則 として利用者が負担」と、利用者負担原則を前面に打 ち出してい

る。法律上は 「無料又は低額」と、利用料負担が生ずることを原則とする

規定にはなっていないにもかかわらず利用料徴収を行うことは、法の趣旨

に反するのではないか ¢i》。

現状では国庫負担の対象とならない生活保護世帯以外の貧困世帯か らも

利用料を徴収することとされてお り、福祉サービス利用のみならず、福祉

サービス利用援助 も利用料負担能力によって排除されることはあってはな

らない。利用料の全面無料化が望ましいが、せめて国庫負担対象者の拡大
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により貧困世帯の無料化を図るべきである。

以 上

1全 国社会福祉協議会 「「日常生活自立支援事業」実施状況」(平 成22年9月)

社 会福祉法人全国社 会福祉協議会ホームペー ジ(http://www3.shakyoの 藍jp/

cdvc/data/tmp刷es/DD _012241133142620』ds、2011年1月18日 確認)。

2本 稿は、日本社会保障法学会第46回 秋季大会個別報告 「福祉サービス利用援

助事業の法的課題」(2004年10月23日 、 日本大学法学部三崎町キャンパス)の

発表(報 告資料は日本社会保障法学会ホームページに掲載、h賃p:〃wwwjassL

jp/tai激ai/46/hamabata4〕df(2011年1月18日 確認))を 悲 に、社会保障法20号(日

本社会保障法学会編r年 金改革とグローバ リゼーション』法律文化社、2005年)

掲載 「福祉サービス利用援助蔀業の法的課題」(127頁)で は紙幅の都合で展開

しきれなかった論点の検討を中心に、その後の状況等を反映し新たに書き下ろ

したものである。

3こ の経緯については、渡畑芳和 「福祉サービス利用援助契約 と権利保障型後

見」(龍 谷大学大学院法学研究4号127頁 、2002年)第1章 「地域福祉権利擁護事

業の創設」 も参照。

4渡 畑芳和 「福祉サービス利用援助事業の法的課題」社会保障法第20号139頁

(法律文化社、2005年)等 。

5渡 畑前掲注3130頁 参照。

6渡 畑前掲注3139頁 参照。なお、本論点に関し、大原利夫 「福祉契約 と福祉

サービス利用援助事業」新井誠他編 「福祉契約と利用者の権利擁護」 において

検討が加えられている。

7社 会福祉法令研究会編集、中央法規、2001年 。

8社 会福祉法令研究会絹集 ・前掲注799頁 。

9全 国社会福祉協議会 「平成15年 度地域福祉権利擁護事業実態調査結果(速 報

版)』(全 国社会福祉協議会、2004年)29頁 。

10濱 畑 芳和 「大津市権利擁護調査 ・契約者分析から見える課題と展望」高齢

者 ・障害者の権利を擁護する組織の設立に向けた調査 ・研究会編 「大津市 ・大

津市社協の権利擁護の取 り組み報告一年をとっても、障害をもっても安心して

暮らせる仕組みをめざして一」17頁(2003年)。

11全 国社会福祉協議会 ・前掲注1。

122004年10月14日 、S県 下の基幹的社協専門員(当 時)へ の聞き取 りに基づく。

13社 会福祉法令研究会編集 ・前掲注799頁 。

14田 尾直樹氏は、渡畑の学会報告資料(前 掲注2)表3「 福祉サービス利用援助

事業(社 会福祉法2条3項12号)の 主たるサービス範囲」、表4「 地域福祉権利擁

護事業実施要領(「 地域福祉権利擁護事業の実施について」別添4、 厚生労働省

社会 ・援護局長通知)の サービス範囲」(8頁 参照。本稿では表2、 表3に 相当)

(龍 法'11)43-3.292(1176)



福祉サービス利用援助事業の法構造

に塾ついて、福祉サービス利用援助事業 と日常生活自立支援事業の援助内容の

守備範囲について 「日常生活自立支援事業」≧ 「福祉サービス利用援助事業」

(実施要領規定≧法規定)で あると解説 している。田尾直樹 「地域福祉権利擁

護事業における 『利用者負担原則」の批判的検肘～ 「権利擁護の10年 」検証へ

の一石～」総合社会福祉研究37号125頁(総 合社会福祉研究所、2010年)参 照。

なお田尾氏は論説の中で日常生活自立支援事業のIrl称で ある 「地域福祉権利擁

護事業」を用いている。

15炭 谷茂厚生省社会 ・援護局長(当 時)に よる答弁。2000年5月18日 第147回 国

会参議院国民福祉委員会会議録第21易5頁 参照。

16一 般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴 う関係法律の整備等に関する法律(平 成

18年 法律第50号)が2010年12月1日 施行され、旧民法34条 に規定する公益法人

は施行後5年 以内に公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律(平

成18年 法律第49号 。2010年12月1日 施行)に 基づ く公益社団法人及び公益財団

法人に移行すること等が求め られている。実施要領の最終改正が2010年5月21

日で あり、かかる法改正を未だ反映していないものと思われる。

17成 瀬康弘 「こうして僕は社会福祉士事務所を開叢 した 福祉サービス利用援

助事業は個人でできる」賃金と社会保障1367号25頁(旬 報社、2004年)。

18田 尾前掲論文注7。

19直 近 では熊本県下のU村 社協において、職員が利用者の口座から現金を着服

していた事例がある。2010年6月27日 読売新聞参照。

20社 会福祉法令研究会編集 ・前掲注7287頁 。

21田 尾前掲注7に おいて、詳細な検討が加えられている。

(龍 法'll)43-3.293(ll77)


